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提出済みの辞表を撤回できるか

1、 事実経緯
1、 A氏は、B機械メーカー（以下、B社という）と期限付き労働契約を締結したが、今年1月16日に、B社に対して諸原因で自分が翌月20日付け正式に辞職し、残りの1ヶ月内に業務の引継をきちんと行い、自分の辞職が皆に迷惑を掛けないよう願うという辞表1部を電子メールで発信した。

２、１月20日と2月12日にA氏はB社にそれぞれ2通電子メールを送り、その趣旨としてB社から如何なる書面回答を受取らなかったため、自分が辞表を取り下げ、引続き現職留めを決め、１月16日に送信したメールは仕事が旨く行かず、圧力に迫られた状況下で間違った選択をしてしまい、１月20日に自分が早急に正式的な書面訂正を行い、その間違ったメールを取消した。引き続き会社に勤めることは自分の真実な意思表示であり、会社側に関連プロジェクトの為に再考し、１月20日に送信したメールに対する訂正メールを正確なものとし、双方の合作を継続していくよう願っているという。

３、A氏から送信された３通電子メールに対して、B社は回答しなかった。今年2月14日、B社は、A氏の最初回メールによる辞表を提出した時間に従い、A氏に「離職手続き取扱通知書」及び「離職証明」を送付した。A氏は、受取った後B社が一方的に労働契約を解除したと考え、労働仲裁委員会に申し入れ、B社による労働契約の継続履行を求めた。

2、 裁決の趣旨
１、労働仲裁委員会は、A氏の主張とB社の弁解理由及び関連証拠を審査し、A氏の1月16日付けB社への電子メールの内容から見れば、それはA氏が「労働契約法」第37条に基づいた一方的に労働契約を解除した意思表示であり、労働者が法により一方的に労働契約を解除したことは使用者の批准を経ず、直ちに発効する。よって、A氏の電子メールは一旦発信したら直ちに効力が生じ、その一方的に労働契約を解除した行為は既に成立したと認める。

２、B社はA氏の為に離職証明書を発行し、離職手続きを取扱い、使用者の法定義務を履行したはずである。A氏はB社の上述行為を使用者の一方的な違法解約と見なし、且つB社に労働契約の継続履行を求めることに関して根拠が乏しいと判断し、もってA氏の請求を退けた。
三、コメント
１、本案の焦点は提出した辞表を撤回できるか否かについてB社とA氏はそれぞれ主張が異なっている。
（１）A氏はその辞職行為が既にB社の回答した前に撤回し、且つ今年2月12日に送信したメールで辞表の撤回を明確に表示したので、B社が2月14日に「離職証明」及び「離職手続き取扱通知書」を発行した行為は無効である。
（２）B社はA氏が1月16日に電子メールで発信した辞表は申請に属せず、一方的に通知した行為であり、労働法関連規定により、一方的に労働契約を解除する行為は既に成立した。

２、仲裁委員会はA氏の提出した辞表はB社による許可を必要とせず、発行した以上即時に発効し、即ち、A氏の辞表を撤回した意思表示は無効であると認定した。

３、労働者は法律が付与した自主的労働契約の解除権利を慎重的に行使すべき、さもなければ、本案におけるA氏の後悔した場面が現れるだろう。一方、会社側は一旦提出した辞表を撤回したい社員の理由を吟味し、引き受けるか否かについて慎重に検討したほうがよいだろう。

商務部の外商投資企業持分権出資に関する暫定規定

2012年9月21日に、商務部は「商務部の外商投資企業持分権出資に関する暫定規定」（以下、本規定と略称する）を公布し、2012年10月22日から施行する。以下、本規定について解説します。

1、 適用範囲

本規定では、中国国内外の投資者（以下、持分権出資者と総称する）はその所有する中国国内企業（以下、持分権企業と総称する）の持分権を出資として、外商投資企業（以下、被投資企業と総称する)を設立、または変更する行為は本規定に適用し、(1)新設会社形態による外国投資企業の設立、(2)増資による非外国投資企業から外商投資企業への変更、(3)増資による外商投資企業持分権の変更を含まれると明確する。


二、持分権出資の条件

本規定は、出資とする持分権は権利所属が明確し、権利能力が完備し、法による譲渡が可能であり、持分権企業は外商投資企業であり、該当企業は法による批准、設立し、外商投資産業の政策に合致すると決められる。

三、持分権出資不可の状況

以下のいずれの状況に当たる場合、持分権で出資してはならない。

1、 持分権企業の登記資本は払込未了。

2、 持分権は既に抵当権を設定した。
3、 持分権は法によって凍結された。
4、 持分権企業の定款（契約）に決めた譲渡不可の持分権
5、 前年度外商投資企業連合年間検査を通過しなかった外商投資企業の持分権
6、 不動産企業、外商投資性公司、外商投資創業（持分）投資企業の持分権
7、 法律、行政法規或いは国務院の決定に決めた持分権譲渡の申請批准を経るべきであるが、批准されなかった。
8、 法律、行政法規或いは国務院の決定に決めた譲渡不可のその他の情況
四、持分権出資の制限

本規定では、持分権出資後、被投資企業、持分権企業及びその直接または間接持分権を有する企業は「外商投資方向ガイド規定」、「外商投資産業指導目録」及びその他の外商投資関連規定に合致しなければならない。関連規定に合致しない場合、持分権出資を申請する前に関連資産、業務を剥離し、または持分権を譲渡しなければならない。国内外投資者は持分権出資方式で外商投資管理を回避してはならない。被投資企業株主全員の持分権出資金額及びその他の非貨幣財産の出資金銭評価の合計はその登録資本の70％を上回ってならないと明確に決められる。

五、持分権出資の手続き

本規定は、持分権出資は被投資企業の批准機関によって批准された後、持分権企業は外商投資企業である場合、以下の情況により取り扱う。
１、持分権出資後、持分権企業株主における外国投資者が存在する場合、該当持分権企業は被投資企業に注記した「外商投資企業批准証書」により、｢外商投資企業投資者持分権変更若干規定｣に基づいて権限のある審査批准機関に申請し、出資とする持分権の所有者を被投資企業に変更する。


２、持分権出資後、持分権企業株主における外国投資者が存在しない場合、該当持分権企業は被投資企業に注記した「外商投資企業批准証書」により、｢外商投資企業投資者持分権変更若干規定｣などに基づいて審査批准或いは届出手続きを行い、審査批准機関に「外商投資企業批准証書」を返上、または変更しなければならない。

六、結び

商務部が本規定を公布、施行する狙いは外商投資企業の持分権出資行為を規範し、投資便利性を高め、外国投資者の更なる対中投資を促進しようと言えるだろう。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	商務部の「商務部の外商投資企業持分権出資に関する暫定規定」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2012/10/22 

	2
	中共中央組織部、人力資源と社会保障部など五部門の外国籍ハイレベル人材の来中国為のビザ及び居留便利提供に関する問題の通知
	2012/09/28

	3
	国家品質監督検験検疫総局の輸出食品原料品種目録届出管理の公布実施に関する公告关于公布实施备案管理出口食品原料品种目录的公告


	2012/10/08

	4
	中国証券監督管理委員会の外資証券公司設立持分参入規則
	2012/10/10

	5
	国家安全監管総局の危険化学品経営許可関連事項に関する通知
	2012/10/17

	6
	国務院の欠陥自動車回収管理条例
	2013/01/01

	7
	公安部の自動車運転免許申請取得及び使用規定
	2013/01/01

	8
	環境保護部の危険化学品環境管理登記弁法（試行）
	2013/03/01
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注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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